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１０ 周産期医療体制 

【現 状】 

○ 北空知地域の出生数は、平成２４年には１６７人でしたが、令和４年には１０３人と

なり、約３８．３％の減少し、全道（３１．７％）を上回る減少率となっています。 

また、最新の合計特殊出生率（令和２年）は、１．３６で、国（１．３３）及び道 

（１．２１）を上回っていますが、国・道と同様に減少傾向に歯止めがかからない状況

となっています。 

○ 低出生体重児（２，５００ｇ未満）の出生割合は、平成２４年に１１．３％、平成 

２９年に７．１％、令和２年に６．５％と減少傾向となっています。 

○ 北空知地域の出生場所の状況は、平成２７年以降は、その大部分が隣接する上川中部

圏域の医療機関での出生となっています。 

○ 北空知地域における産婦人科医師数は、平成２７年から不在となっており、分娩の取

扱いを休止しています。 

 

《出生数の推移》 

  

 

 

 

 

《低出生体重児の出生割合》 

  

 

 

 

＊人口動態統計 

《道内の産婦人科・産科医師数の推移》 

 

 

  

＊厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成24年 令和2年 差引（R4ｰH24） 減少率（％）

北空知 167 103 ▲64 38.3

全　道 38,686 26,407 ▲12,279 31.7

＊人口動態統計

年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

割合（％） 11.3% 6.2% 8.4% 11.1% 5.3% 7.1% 5.4% 7.8% 6.5%

低出生体重児数(人) 22 12 14 20 10 13 9 10 9

平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年 平成30年 令和２年

全　道（人） 359 364 379 390 381 400 402 403

北空知（人） 2 1 1 1 1 0 0 0
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○ 道では、平成１３年に「北海道周産期医療システム整備計画」、平成２３年に「北海

道周産期医療体制整備計画」（以下「整備計画」という。）を策定し、第三次医療圏ごと

に総合周産期母子医療センター（以下「総合周産期センター」という。）を６か所、第

二次医療圏に地域周産期母子医療センター（以下「地域周産期センター」という。）を

３０か所認定し、整備計画を推進してきたところです。 

 

《周産期センターの整備状況》 

（令和５年４月現在） 

 

 

○ 北空知地域で産科・婦人科を標ぼうする医療機関は、深川市立病院のみであり、地域

周産期センターに認定されていますが、平成２７年４月から産婦人科常勤医が不在とな

ったため、分娩の取扱いを休止しています。 

○ 北空地地域では、深川市立病院が助産師外来＊２を実施しており、産後ケア・育児サ

ポート事業として、助産師による「育児相談サロン」を各市町と連携し、実施していま

す。 

○ 保健所、市町、深川市立病院及び隣接する上川中部圏域の周産期病院が連携して、早

期支援を必要とする妊産婦に対し、積極的に支援を行う北空知養育者支援保健医療連携

システム事業を実施しています。 

○ 北空知地域を含む三次医療圏（道央圏）の総合周産期センターは市立札幌病院ですが、

隣接する道北圏の総合周産期センター（ＪＡ北海道厚生連旭川厚生病院）も多く利用さ

れています。 

○ 道では、平成１３年から北海道周産期救急情報システムにより、総合周産期センター

などにおける妊産婦や新生児の受入情報を各医療機関や消防機関等へ提供しています。 

○ 平成２１年度から開始した周産期救急搬送コーディネーター事業では、北海道周産期

救急情報システムの日々の情報更新、患者を搬送する際の医療機関、消防機関との連絡

調整、妊産婦等からの病状や受診医療機関などについての電話相談を行っています。 

 

＊１ 「指定」とは、総合周産期センターが、国の定める一定の要件（医療従事者や母体・胎児集中治療管理室（ＭＦ

ＩＣＵ）などの病床数）を満たし、北海道総合保健医療協議会の意見を踏まえ道が指定するもの。国の定める一定

の要件を満たしていない医療機関については、その整備が図られるまでの間は「認定」として取り扱う。 
＊２ 助産師外来：助産師が医師と役割分担しながら自立して、妊産婦やその家族の意向を尊重しながら、健診や保健

指導を行うもの。 

区分 主な機能 現状と課題

総合周産期センター
母体又は児におけるリスクの高い妊娠に
対する医療、高度な新生児医療等の提供

・第三次医療圏ごとに原則１か所
・認定した６か所のうち、国の要件を満たす
「指定」※１は４か所

地域周産期センター 周産期に係る比較的高度な医療の提供
・第二次医療圏に３０か所認定
（うち、分娩休止：４か所）
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○ 総合周産期センターでは対応が難しいハイリスクの胎児や新生児に対応するため、平

成１９年９月に開設した北海道立子ども総合医療・療育センター（コドモックル）を「特

定機能周産期母子医療センター」として位置づけ、搬送患者の受け入れや全道の医療従

事者等を対象とした研修会の開催などを行っています。 

○ このような状況を踏まえ、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成

２９年３月３１日医政地発０３３１第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長知）に基

づき「整備計画」を「医療計画（周産期医療体制）」に一体化した上で、医師の確保や

救急、災害医療など、他事業とより一層の連携を図りながら、周産期医療体制の整備に

取り組んでいます。 

【課 題】 

（１）地域周産期センターにおける産婦人科医師の確保等 

○ 深川市立病院では、分娩の取扱いを休止していることから、再開に結びつけていくこ

とが必要です。 

また、地域周産期センターの機能が発揮されるまでの間、隣接する地域周産期センタ

ー等へのアクセスの確保が必要です。 

○ 令和６年４月に施行の医師の時間外・休日労働の上限規制に適切に対応した医療体制

の確保が必要です。 

 

【必要な医療機能】 

○ 周産期医療体制の構築に当たっては、総合及び地域周産期センターを中心として、三

医育大学の協力を得ながら、医療機関間の連携、第三次医療圏間の連携（広域搬送・相

互支援体制の構築等、圏域を越えた母体及び新生児の搬送及び受入が円滑に行われるた

めの措置）等を推進するとともに、これまでのハイリスク分娩などに対する取組以外に

も、正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体制の確保や周産期医療関連施設

を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できる体制の確保が必要です。 
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（１） 正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携 

○  正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等の分娩前後の診療を安全

に実施できる体制の構築が必要です。 

○  ハイリスク分娩や急変時には地域周産期センター等へ迅速に搬送が可能な体制の構

築が必要です。 

○ 妊産婦のメンタルケアや社会的ハイリスク妊産婦（特定妊婦等の妊娠中から家庭環境

におけるハイリスク要因を有する妊婦）への対応が必要です。 

 

（２）周産期の救急対応が２４時間可能な体制 

○ 総合周産期センター、地域周産期センターを中心とした周産期医療体制による、２４

時間対応可能な周産期の救急体制の確保が必要です。 

 

（３）新生児医療の提供が可能な体制 

○ 新生児搬送や新生児集中治療管理室（以下「ＮＩＣＵ」という。）、ＮＩＣＵに併設さ

れた回復期治療室（ＧＣＵ）及びＮＩＣＵ等の後方病室確保を含めた新生児医療の提供

が可能な体制の構築が必要です。 

 

（４）ＮＩＣＵに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・養育できるよう、医療、

保健及び福祉サービスが相互に連携した支援体制の構築が必要です。 

 

（５）周産期における災害対策 

○ 災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れ

や診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 

○  周産期センターにおいては、被災後、早期に診療機能を回復できるよう、必要な物資

の確保等、平時からの備えを行っておくことが必要です。 

 

（６）周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養者等への医療等が提

供できるような体制の構築が必要です。 
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【数値目標等】 

  

 

 

 

 

 

 

  

＊目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。 

【数値目標等を達成するために必要な施策】 

（１）地域周産期センターの整備 

○ 深川市立病院で分娩の取扱いが休止されていることから、再開に向けての取組を支援

するとともに、機能が発揮されるまでの間は隣接するセンターとの役割分担等を行い、

再開の目途が立たない場合は、将来的な方向性について地域と調整しながら検討します。 

 

（２）搬送体制等の整備 

○ 北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活用し、妊産

婦や新生児のスムーズな周産期センターへの救急搬送体制の確保に取り組みます。 

 

○ 分娩の取扱休止をしている地域周産期センターの機能が発揮されるまでの間、隣接す

る地域周産期センター等との情報共有や搬送体制の整備などのアクセスの確保に取り組

みます。 

 

（３）妊産婦の多様なニーズに対応する取組  

○ 身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科医師の負担軽減に

つながることから、産科及び産婦人科以外の診療科を含めた医療機関や関係団体と連携

しながら、院内助産所の開設等を促進します。 

 

（４）ＮＩＣＵ等に長期入院している児童への支援 

○ ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院を促進し、ＮＩＣＵ等の満床状態を解消す

るための地域療育支援施設運営事業や在宅への円滑な移行促進・保護者等のレスパイト

＊１のための日中一時支援事業などに取り組みます。 

   

（５）周産期における災害対策 

○ 災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や周産期母

子医療センター等の連携体制の確保を進めるなど、災害時における周産期医療体制の構

築に努めます。 

＊１ 保護者等のレスパイト：保護者等の一時的休養のこと。 

指標区分 指標名（単位） 現状値
目標値
（R11）

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

分娩を取り扱う医療機関数（か所） ― 1 現状より増加
医療施設調査（静態）
（令和２年）

産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所で
助産師外来を開設する医療機関数（か所）

― 1 現状維持
医療施設調査（静態）
（令和２年）

地域周産期母子医療センター整備第二次医療
圏数（医療圏）

1 1 現状維持
北海道指定
（令和５年４月現在）

体　制　整　備



- 100 - 

（６）周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来治療、自宅療養者等への医療等が提

供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から

計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以

外に対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

（７）妊婦への支援 

○ 北空知養育者支援保健医療連携システム事業により、妊娠期に早期支援の必要な妊婦

に対する積極的な支援を行います。 

○ 子育て包括支援センターの効果的運営を促進します。 

 

【医療機関等の具体的名称】 

〔高度な周産期医療を行う医療機関として北海道知事が指定又は認定した周産期母子医療センター〕 

 

 

 

 

 

 

 [産科又は産婦人科を標ぼうする医療機関] 

  

 

【歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割】 

○ 妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高めること

から、市町等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正しい知識や定

期的に歯科医療機関を受診することの必要性を啓発するための機会の確保に努めます。 

また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医療の提

供に努めます。 

 

【薬局の役割】 

○ 妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬剤

服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への適切な服薬指

導などに努めます。 

第三次
医療圏

第二次
医療圏

道央 北空知

※分娩休止中

病　　　院 診療所

深川市立病院※ -

　（令和５年４月１日）

　　（令和６年４月１日現在）

第 三 次
医療 圏

第 二 次
医 療 圏

医療機関名 区分
指 定 年 月 日

（認 定 年 月 日）

札幌 市立札幌病院 総合 平成18年1月30日

北空知 深川市立病院 地域 平成13年10月1日

道北 上川中部 ＪＡ北海道厚生連旭川厚生病院 総合 平成13年10月1日

道央
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【訪問看護事業所の役割】 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医療機関な

どと連携し支援を行います。 

○ 心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよう、医療機

関や市町等地域関係者と連携し支援を行います。  
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 周産期医療連携体制

【分娩の取扱】

総合周産期母子医療センター
（高度・専門的な周産期医療の提供）

地域周産期母子医療センター
（専門的な周産期医療の提供）

一般の周産期母子医療施設
（正常分娩に対応する施設）

【対応が難しい新生児】

特定機能周産期母子医療センター
【北海道立子ども総合医療・療育センター】
（ハイリスクの胎児や新生児に対応する周産期
医療の提供）

【協力支援機関】

三医育大学

第三次
医療圏

第二次
医療圏

救急搬送
コーディネーター

応需確認
受入要請

相
談

【療養・療育支援】
地域療育支援施設
日中一時支援施設
訪問看護事業所

受

診

救
急
搬
送
要
請

救
急
隊

連

携

退
院
支
援

在
宅
支
援

妊産婦・新生児 長期療養児


